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情報通信審議会 情報通信技術分科会 産学官連携強化委員会 
推進戦略ＷＧ（第１回）議事概要 

 

１ 日 時 平成２１年１０月１５日（木） １０時００分～１２時３０分 

 

２ 場 所 総務省１０階 １００２会議室 

 

３ 出席者（敬称略） 

 

 構成員 

相澤清晴（主任）、浅野睦八、加納敏行、河合正昭、下條真司、鈴木京子、鈴木浩之、鈴木良

之、関口潔、関根千佳、田中寛、武市博明、富田二三彦、富永昌彦、中川八穂子、中川路哲男、

八木伸行、横井正紀 

事務局 

奥英之（技術政策課長）、山内智生（同課研究推進室長）、藤田和重（同課企画官）、藤井信

英（同課課長補佐）、杦浦維勝（同課課長補佐）、他 

 

４ 議事要旨 

（１）諮問事項の説明 

事務局より、参考１及び参考２に沿って諮問事項「デジタル新産業創出に向けた研究開発加速

化のための産学官連携強化方策」（平成２１年７月１０日諮問第１５号）について説明があった。 

 

（２）ワーキンググループの運営について 

事務局より、参考３に沿って本ワーキンググループの運営について説明があった。 

 

（３）ＷＧの検討事項について 

事務局より、推－１－１及び推－１－２に沿ってワーキンググループの検討事項について説明

があった。主な質疑は以下のとおり。 

相澤主任  ：推－１－１（p10）にある各研究開発制度の予算規模はどの程度か。 

事務局   ：詳細なデータは手元にないが、ＮＩＣＴの運営費交付金は３４０億円程度。総務

省の委託研究は課題指定型、課題公募型あわせて１００億円弱程度。１件あたり

の規模は課題公募型が１０００万円から３０００万円程度であり、課題指定型は

数億円から１０億円程度である。 

富永構成員 ：ＮＩＣＴに関してざっくり言うと、委託研究が１００億程度、ＮＩＣＴ自ら研究

が１００億円程度、競争的研究資金が５０億円程度である。 

 

（４）ＷＧ構成員からの意見 

ＷＧ構成員から以下の発言があった。 

 

浅野構成員 ：○産学官の連携を連呼するだけでは進まない。産学官の異なる立場、動機につい

ての理解を共有し、如何にWin-Winの関係を樹立するかが重要である。  

○自前主義の限界、あるいは一社単独での限界が認識され、スピードを優先す

る現況下でオープン・イノベーションが注目されだしている。まさに産学官連

携の機運が高まっている。  

○国際競争力向上は最優先命題。その観点から国でしかできない研究開発の推

進、加速が望まれる。  

○グローバル・レベルでのリーダーシップを視野に、グローバル企業を始めか

ら巻き込み、日本を活動拠点として世界へ呼びかける仕組みの調整と支援策に

ついて議論すべき。  

○研究開発の成果からグローバル標準への道筋戦略の策定が重要である。  

○「民間主導で前進させる政府助成とインセンティブの付与」と「自ら取り組

む研究開発」の仕分けを明確化することが肝要である。  
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○リスクの高い研究開発分野では失敗も許容する仕組みが必要と考える。 

加納構成員 ：○日本の完成した技術を海外に展開するのではなく、イノベートする段階から海

外との連携を強化しなければならない。 

○推－１－２（p10）では民間企業の基礎研究費は全体の６％と少なく見えるが、

基礎研究を応用、開発に持って行くためにはその５倍から１０倍のコストがか

かるということを認識していただきたい。 

○今までの経済（サプライチェーン）から新しい経済（デマンドチェーン）へ

変化している。研究開発においてもデマンドを重視した形を考えていかねばな

らない。 

河合構成員 ：○今までＮＩＣＴのプロジェクトを４～５つやってきたが、マネージメントの面

でやりにくかった部分がある。出口のイメージをしっかり持ち、責任と権限を持

つプロジェクトマネージャーをきちんと置かないと成果は出ない。 

○ＪＧＮなどのテストベッドについては、ある部分に限定された使い方しかで

きないなど使いにくい部分があり、今後一層充実させていただきたい。 

下條構成員 ：○ＪＧＮ２ｐｌｕｓは回線費として毎年４０億ほど投じて整備している。最近は

ネットワークの基盤としての意味合いが薄れてきて伸び悩んでいるところがある

が、新世代ネットワークのためのテストベッドとしての重要性が増している。 

○R&E(Research & Education)networkの良いところは国や民間などの色がついて

いないニュートラルなところであり、産官学がうまく連携できるのではないか。 

○欧米はR&Enetworkに多額の予算を投じているが、日本では重要事項だという認

識がされていない。国としてのプライオリティーがついていないのは危ない。 

○日本は科学技術のプライオリティーが低い。場合によっては省庁を越えて、ロ

ングタームとショートタームの科学技術政策を位置づけるべきである。 

鈴木(京)構成員：○市場の声や人々の生活から出るニーズから議論を始める時に、この場にいる

ような人々だけよいのか。色々なステークホルダーが集まる場があってもよいの

ではないか。 

○プロジェクトのテーマ選定には何らかの評価指標が必要。バランス・スコア

カードのような全体を見渡せる仕組みも必要ではないか。 

○これからの社会で、ある企業が特別な利益を上げるのは考えにくい。オープン

イノベーションの中で、皆がwin-winの関係になるような仕組みを考えられる場

所の一つがこの場ではないか。 

鈴木(浩)構成員：○最初からＲ＆Ｄ、設計、量産は一つのパッケージとして考える必要がある。

標準化を含めた市場導入などは政府が主導でやって欲しい。 

○海外ではなく日本において、企業が参加できるオープンな環境の研究インフラ

を作って欲しい。 

○大学は、企業ではリスクが高くできないテーマをやってもらうのではないか。

ただ「学」は競争的資金に偏りすぎており、基盤的な資金も必要だと思う。 

鈴木(良)構成員：○利用者により近い企業や産業を幅広く活用することが重要ではないか。 

○中堅中小あるいは地域の企業の活躍が期待されるが、研究開発力などが弱く、

国の研究はハードルが高い。 

○サービスモデル等の上位技術への資金の傾斜配分や、「学」においても上位技

術へ役割をシフトさせることなども必要である。 

関口構成員 ：○日本で研究開発されたものを規格化し国際規格へ持ち上げていくという従来の

流れもあるが、最初からグローバル市場を見据え３ＧＰＰのようなグローバルな

場で標準化をすることが多い。 

○研究開発成果をグロ－バル市場に持ち込むことを考えると、やはりグローバル

な標準化の場でいかにその技術を取り込めるかが非常に重要である。 

○新世代ネットワークや超臨場感コミュニケーションなども、もう少し成果が見

えてきたところで、グローバルな議論の場で標準を決めていくべきではないか。 

関根構成員 ：○日本の国民のＩＴリテラシーは低すぎるというのが実情である。 

○ＩＣＴは誰もが使えて当たり前。米国リハ法５０８条（公的機関のＩＴ調達ユ

ニバーサルデザイン義務化）が日本ではできないのか。 

○今のままならＮＩＣＴは要らない。一省単独ではダメで、産総研やＪＳＴと連
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動しなければいけない。理念は素晴らしいけれども、結果として出てくるものが

ネットワークのみに特化してしまい、日本が抱える課題を解決できない。 

○収益納付方式も含め、現在の助成金制度の抜本的見直しが必要である。 

田中構成員 ：○今後少子化が進むことを考えると、海外に出て行かざるを得ない。海外で売れ

るものを作るという観点から、国には投資家としての役割を期待する。 

○また様々な人との連携を活性化させ情報共有の拠点となるような場の提供など

も国に期待している。 

○研究開発の重点テーマが別のＷＧで議論されると思うが、そのテーマによって

推進方策は変わるのではないか。 

武市構成員 ：○国内市場は飽和に達しており、グローバル市場に活路を見いだすしかない。し

かし、先端的技術開発とグローバル市場でのビジネスが大きく乖離しているとい

うことが現在の産業界のフラストレーションとなっている。 

○基礎となる共通技術とビジネス的に売れる製品を素早く作る応用科学力との仕

分けが必要。四半期ごとに新製品を出さなければいけないものと、時間をかけて

も成功させるものではスピード感が異なる。各メーカーも意識を持って仕分けを

していただき、それぞれに最適なリソース配分のフローを考えることが必要。 

富田構成員 ：○技術からの発想は休止してニーズから再検討すべき。 

○推－１－１（19p）の図にあるような社会的ニーズ（ex:農業）に必要な技術と、

ＮＩＣＴがやるべき重要なことを是非アピールして欲しい。 

○巨大なマーケットであるアジア発のビジネス戦略を考えるために、国の研究開

発はどういうことをやるべきかを考えなければならない。 

富永構成員 ：○ＮＩＣＴとしては、１つ目のプロジェクトとして新世代ネットワークを立ち上

げることになるが、ネットワーク分野だけではなく、ユニバーサルなコミュニ

ケーションなど別分野のプロジェクトも立ち上げることとなる。 

○明確な出口（目標）の設定と、それを確実に達成するための戦略の策定、また

それらを産学官で共有しつつ役割分担を明確にすることが必要である。 

○産学官から優れた人材を結集し、オールジャパン体制で臨むべきである。 

中川構成員 ：○研究開発委託が総務省直轄とＮＩＣＴ経由に分かれているのはどうか。 

○１つのサブテーマに複数研究機関が割り当てられ、成果が小粒になってしまっ

ている。 

○ＮＩＣＴが提案する「プロジェクト型研究開発」は、きちんと成果が出るよう

な研究プロセスの議論が必要である。 

中川路構成員：○日本はＩＣＴの基盤は強いが、アプリケーションなどのサービスは弱い。 

○ただ技術基盤が強いことは誇ってよいところであり、強いものはより強くする

というのは戦略の基本に則ると、今後も産学官力を合わせて技術基盤を整備して

いくべきである。 

○ニーズ志向で出口を見据えることも必要。産学官が協力し、出口を見つけてい

けるような形を議論していければいい。 

八木構成員 ：○これまでの懇談会での議論→フォーラムの立ち上げ→委託研究の実施といった

やり方とは違った産学官連携のやり方は考えられないものか。 

○ＩＣＴは様々な分野を支える技術分野であるがために、類似の要素技術が重複

あるいは細分化され、各ファンドが小規模化している。省庁を越えた大規模な

ファンドの仕組みを構築できないか。 

○昨年も類似の議論をやったと思う。これまでの議論の状況と課題を整理し、今

までとは違った視点で議論する必要がある。 

横井構成員 ：○ゼロベースから考えるのではなく、欧米や中国などのフレームワークを評価し

た上で、我々に足りないものを見つけるべき。 

○デマンドは技術にとってみれば境界条件のようなもの。境界条件が変われば、

必要な技術も変わる。その評価をきちんとすべき。 

○推－１－１（19p）は本当のニーズを捉えきれていないと思う。「スマートユ

ビキタス」という言葉は分かりにくいので、もっと国民にとって分かりやすいビ

ジョンを作る必要があるのではないか。 
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上記の発言を踏まえ、以下のような議論がなされた。 

相澤主任  ：主に「国際競争力強化」「ニーズ・デマンドから課題抽出」「オープンイノベー

ション」という意見があったように思う。 

武市構成員 ：このＷＧでの議論を重点課題ＷＧに持ち込むこともできるのか。 

相澤主任  ：進め方は事務局の方で考えてもらいたい。 

事務局   ：一般論だけで推進方策を議論するのは困難なので、分野に応じた課題を踏まえた

上で議論いただければと考えている。 

相澤主任  ：大学は基礎的でリスクが高い研究を扱っているという場所でもあるが、社会的に

見ると研究の多様性を確保する唯一の場所である。 

鈴木(浩)構成員：ニーズを集めようと思ってもなかなか集まらない。 

相澤主任  ：どのようにニーズを捉えるのかということが、一つの推進戦略になると思う。 

富田構成員 ：今まであまりそういうことをやってこなかったと思う。 

関根構成員 ：企業には、利用者がどのように考えているかを意識し、ユーザインターフェース

の研究をする専門家がいると思うが、日本の国研の中にそういう専門家はあまり

いないように思う。 

下條構成員 ：社会実験をやるのはよいが、総務省全体、あるいは省庁を越えてやるべき。ただ

し基礎研究が忘れられないよう、ぶれない戦略を立てなければならない。 

浅野構成員 ：ニーズは聞いても分からない。ユーザは気づいてないことも沢山ある。またチャ

レンジャブルなことをやればリスクは高く失敗する確率も高いが、失敗を恐れる

ような安全運転はやめた方がよい。 

横井構成員 ：ニーズのアンケートを取るのは無駄である。仮説を設定し、国内外での日本のポ

ジションを見ながら、市場の声を評価していくことが大事なのではないか。 

中川構成員 ：具体的な政策をエネルギーなどの技術に分解して、Ｒ＆Ｄを進めるべきではない

か。 

相澤主任  ：本日の課題に関する議論は、事務局経由で重点課題ＷＧに提供いただきたい。 

 

（５）審議スケジュール 

事務局より推－１－３に沿って、今後のスケジュールについて説明があった。 

 

（６）その他  

追加で意見があれば事務局へ送付し、議事録等へ反映させることになった。 
 

以上    


